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企業倫理をめぐる 2 つの学説の検討 
―「不条理」と「ジレンマ構造」の共通点と相違点― 
Consideration of Two Theories on Business Ethics: Commonalities and 
Differences between Theory of “Absurdity” and Theory of “Dilemmastruktur 
 
柴田 明(Akira Shibata) 
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菊澤と類似の出発点から議論を展開する、ドイツの「経済と企業の倫理学」における「オル
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1 ．はじめに

本稿の目的は，日本の経営学者である菊澤研宗による「不条理」に関する議論と，ドイツの
「経済と企業の倫理学（Wirtschafts- und Unternehmensethik）」において「ジレンマ構造
（Dilenmmastruktur）」から企業倫理を考察する，ホーマン（K. Homann）とその協働者たちによる
オルドヌンク倫理学（Ordnungsethik）の学説の比較検討を通して，企業倫理の理論的基礎づけの
可能性を探るものである。
企業倫理が叫ばれて久しい。これまで世界中で企業倫理に関して数多くの議論が展開されてい
るが，有効な議論が登場していないと言える。われわれの見解では，その原因の一つに，企業倫
理に関する理論的な検討が不十分である点が挙げられる。
確かに企業倫理は応用倫理学の一分野として，様々な倫理学説に基づいた議論が展開されてき
た。しかし，これらの倫理学説に基づいた企業倫理は，経済や企業のフィールドにおいて実践的
応用能力を持っていたとは言いがたい。というのも，倫理学の主張は，時に現実的な実践可能性

＜要　　約＞
本稿は，菊澤研宗による「不条理」に関する議論を企業倫理の観点から再構成し，それを，菊
澤と類似の出発点から議論を展開する，ドイツの「経済と企業の倫理学」における「オルドヌン
ク倫理学」の主張と対比させることで，企業倫理の理論的課題を探ることを目的とするものであ
る。まず第 2節で菊澤の「不条理」の主張を企業倫理の観点から再構成し，第 3節でオルドヌン
ク倫理学の主張を検討する。第 4節で，企業倫理の理論として見た際の両学説の特質，優位性と
限界について検討し，企業倫理において議論すべき理論的側面について明らかにする。最後にま
とめる。

＜キーワード＞
不条理，ジレンマ構造，企業倫理，ドイツの「経済と企業の倫理学」
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に乏しい内容である場合もあり，特に厳しい競争を戦っている企業にとっては参考にならない場
合もあったからである。
他方，企業倫理に関しては，企業の社会的責任論や「企業と社会」論などとともに，経営学領
域において実証研究が積み重ねられており，企業倫理活動の実態や，企業の業績と CSR，倫理
活動との関係が明らかにされている。これらは企業倫理の実態を知る上で非常に重要な研究だが，
しかし，なぜ企業は倫理的でなければならないのか，何を目指して倫理を実施するのかという，
倫理を考える上では根本的に重要な問いには立ち入らないため，結局経営者はどのように倫理的
意思決定を下せば良いのか，指針となりえない場合もあるだろう。
このような問題状況を踏まえると，わが国の企業倫理研究において，菊澤による「不条理」に
関する一連の研究が注目に値する。彼は，日本軍や日本企業などを対象とし，組織の失敗は必ず
しも人間の非合理的な行動の結果起こるのではなく，むしろ人間の合理的な行動の結果，組織や
戦略，あるいは社会的レベルで非合理的な結果が生まれてしまうとして，そのような事態を「不
条理」と呼び，新古典派経済学などの合理主義的な議論とは異なる新しいアプローチを展開しよ
うとしている。彼の議論は企業倫理として提示されているものではないが，あえてここで企業倫
理の視点から注目したいのは，「不条理」には「社会的正当性」に関するものも含まれるからで
ある。「社会的正当性」に関する「不条理」とは，経営者や組織メンバーが個々に収益性や効率
性などの経済合理性を追求するが故に，組織として社会的な正当性，すなわち倫理が実現できな
い状態を指す。彼の議論によれば，企業不祥事は非合理的な事象ではなく，個々人や企業が合理
的に行動することで起こってしまうのである。
このような考え方は，これまでわれわれが考察してきた「オルドヌンク倫理学」の考え方（柴

田 2023）と問題意識を共有している。ドイツの「経済と企業の倫理学」における代表的アプ
ローチであるオルドヌンク倫理学は，ホーマンを嚆矢とし，彼とその協働者たちによって強力に
展開されており，現在では英語による業績の発信が続けられている。彼らのアプローチもまた，
人間の合理的選択とそこから生じる非倫理的事象を，ゲーム理論における「囚人のジレンマ」に
着想を得た「ジレンマ構造」から説明する。
この「ジレンマ構造」はまさに「不条理」そのものであると言えるが，しかしながら，両学説
を企業倫理という観点から見た場合，同じ出発点に立ちつつ，その倫理の実践方法は対照的なも
のとなっている。両学説は経済や企業における倫理を考える上で非常に示唆的であり，この対照
的な主張を比較検討することは，企業倫理の理論的基礎づけという学術的な意味においても，ま
た，いかにして企業倫理を実現するのかを考える現場の経営者にとっても興味深いと思われる。
以上の問題意識から，本稿では企業倫理をめぐる 2つの理論的主張を検討し，その学説的特徴
や相違点，企業倫理としての可能性を検討する。以下，まず第 2節では，菊澤による「不条理」
に関する一連の著作群から，彼の「不条理」学説から見る企業倫理の主張を検討する。続く第 3
節では，オルドヌンク倫理学の主張を検討する。特にここでは，初期のホーマンの議論から近年
の展開までを検討し，オルドヌンク倫理学の企業倫理としての特質を明らかにする。そして第 4
節において，両学説を企業倫理という観点から比較検討し，企業倫理の理論的可能性と限界を探
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る。最後にまとめる。

2．「不条理」学説の検討

菊澤は，慶應義塾大学商学部において一貫してドイツ経営学説史・経営学方法論研究に従事し
た小島三郎（1930-1984）の最後の弟子であり，渡部直樹，榊原研互ら小島学派の研究者とともに，
研究活動の初期においてはポパー（K. R. Popper）の批判的合理主義の科学哲学を徹底的に摂取し
た経営学説史・経営学方法論研究に従事した

1）
。最初の著作は，シュマーレンバッハ（E. 

Schmalenbach）やシュミット（F. Schmidt），ワルプ（E. Walb）らドイツ経営経済学の古典的経営
経済学説（会計学説）を新古典派経済学の一般均衡理論の観点から解釈するというきわめて斬新
な学説研究であった（菊澤 1992）。その後，研究対象を取引コスト理論，エージェンシー理論，
所有権理論からなる新制度派経済学に移行させ，新制度派経済学の観点から組織や戦略，企業統
治の研究に従事した（菊澤 1998, 2004）。さらに近年では，ティース（D. Teece）によるダイナ
ミック・ケイパビリティの研究へと進み，精力的に業績を世に提示している（例えば菊澤 2019）。
菊澤（2022c）の「まえがき」によれば，彼は当初科学としての経営学を追究するために，ポ

パーの批判的合理主義にその拠り所を求めながら，社会科学においてもっとも科学的と見なされ
ていた新古典派経済学の観点からドイツの経営経済学説研究を行っていたという。しかし，その
後注目した新制度派経済学は，新古典派経済学の前提を修正した議論であり，新制度派経済学の
研究から，組織が合理的に失敗する現象に着目し，「不条理」に関する研究が進められることと
なった。
新古典派経済学は，市場メカニズムを数理的に分析するモデルを構築するために，基本的に人
間や企業組織は完全合理的に行動するという立場を取る。この場合，企業行動という点で見れば，
市場で生き残ることができるのは，製品が市場で受け入れられる能力を持ち，かつ不正なども行
わない合理的な企業のみであり，能力がない企業や不正を行う企業は市場で見抜かれるため，生
き残ることができない。よって新古典派経済学の世界では，原理上，企業不祥事は起こりえない。
フリードマン（M. Friedman）が「企業の社会的責任は利潤追求である」（Friedman 1970）と主張
したのは，まさに市場が完全に機能するため，不正をする企業は生き残ることができないと想定
するからである。
しかし新制度派経済学では，サイモン（H. A. Simon）の提唱した「限定合理性（bounded 

rationality）が前提とされる。限定合理性とは，人間は合理的であろうとするが，能力の限界など
により，その合理性には限界があると想定するものであり，新古典派経済学の経済人仮説を修正
するものである。この限定合理性を前提とすると，人間や組織は様々な点で制約を受けることと
なり，それを調整するために様々な措置が必要となる。この措置を取る際にかかる費用が「取引
コスト」である。合理性の限界を補うために，人や組織は取引コストをかけて制度などを構築す

1）修士論文は「規範的経営経済学方法論批判」であり，ニックリッシュ（H. Nicklisch）の規範的経営経済
学を方法論的側面から批判的に検討したものであった（慶應義塾大学図書館所蔵）。
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るのである。このような世界においては，市場は取引コストをかけずに機能することはない。
よって，効率性の観点から見れば，市場や組織が完全に合理的に機能するためにあまりにも取引
コストが高いようであれば，非合理的な事象が放置されることもありうる。
菊澤の言う「不条理」は，このような新制度派経済学の考察から導き出されたものである。菊
澤によれば，不条理とは「人間が合理的に失敗するということ」あるいは「人間組織が合理的に
失敗すること」（菊澤 2017, 5 ページ）であり，以下の 3つのパターンがある。（1）不条理 1 ／全
体合理性と個別合理性が一致しないとき，個々人や個別組織は全体合理性を捨てて個別合理性を
追求し，その結果，全体が非効率的となって失敗するという不条理，（2）不条理 2 ／正当性（倫
理性）と効率性が一致しないとき，個々人や個別組織は正当性を捨て効率性を追求し，その結果，
不正となって失敗するという不条理，（3）不条理 3 ／長期的帰結と短期的帰結が一致しないと
き，個々人や個別組織は長期的帰結を捨て短期的帰結を追求し，その結果，長期的に失敗すると
いう不条理，である（同上， 6ページ

2）
）。

このうち，企業倫理に関する「不条理」は「不条理 2 ／正当性（倫理性）と効率性が一致しな
い」に該当する。
このような「不条理」は，上述の「限定合理性」の仮定から導き出されたものである（同上，
6 - 7 ページ）。完全合理的な世界では，全体合理性と個別合理性，正当性と効率性，長期的帰結
と短期的帰結は一致するため，不条理は起こらない。しかし，人間が限定合理的な場合，「人間
関係上，様々な摩擦が生まれるのであり，それが様々なコストとして現れてくることになる」
（同上， 7ページ）。限定合理的な世界では，コストをかけてしか，上記の組み合わせを一致させ
るための制度的措置を構築できない。このコストが「取引コスト」である。取引コストは理想的
にはゼロになることが望ましいが，人間が限定合理的である以上，必ず発生してしまう。そして，
この取引コストが高くなる場合は，各人は合理的な観点から，この取引コストを避けようとして
行動するために，意図せず「不条理」が起こってしまうのである。
このような出発点の下，菊澤は旧日本軍のケースや，企業組織や戦略の問題，コーポレート・
ガバナンス問題などにおける「不条理」について様々な議論を展開している。この「不条理」学
説において重要な点は，不条理現象が人間の非合理的な行動の結果生じているのではなく，各人
が合理的に行動した結果生じているとしているという点である。各人は，善良な心を持って行動
するかもしれないし，邪悪な意図を持って行動するかもしれないが，どちらにしても，各人の立
場から見れば合理的な行動なのである。

2）不条理のタイプについては，菊澤（2022a）の初版『「命令違反」が組織を伸ばす』2007年の時点では，正
当性と効率性の不一致という〈タイプ 1〉の不条理と，私的個別性と社会的全体性の不一致という〈タイプ
2〉の不条理の 2パターンが指摘されていた（菊澤 2022a, 17-19ページ）。また菊澤の近著（2022c, 42ペー
ジ）においては，「不条理」の定義は次のように書かれている。「その一「たとえ現状が非効率的であって
も，より効率的な状態へと変化・変革する場合，コストが発生し，そのコストがあまりにも大きい場合，あ
えて非効率的な現状を維持する方が合理的となるという不条理。〈非効率の合理性〉」。「不条理」の定義　そ
の二「たとえ現状が不正であっても，正しい状態へと変化・変革する場合，コストが発生し，そのコストが
あまりにも大きい場合，あえて不正な現状を維持隠ぺいする方が合理的となる不条理。〈不正の合理性〉」」。

093-108_三田商学_66-5_柴田明.indd   96093-108_三田商学_66-5_柴田明.indd   96 2024/03/06   19:042024/03/06   19:04



企業倫理をめぐる 2つの学説の検討 97

以上のとおり，「不条理」は「限定合理性」しか持っていない人間が，合理的な観点から「取
引コスト」を節約するために生まれてしまうものである。この「不条理」はどうすれば解決する
のだろうか。
新制度派経済学は，「取引コスト」を節約するための制度的措置に関する分析を行うものであ
る。取引コスト理論では，市場，企業組織と中間組織という 3つの制度的措置について，取引コ
ストの観点からもっとも効率的な制度が選択されるとする。エージェンシー理論では，プリンシ
パルとエージェントの間で生じるアドバース・セレクションやモラルハザードなどのエージェン
シー問題について，事前や事後の監視制度の導入などが議論される。所有権理論では，財の所有
権を明確にできないために起こる「外部性」を内部化するための制度の導入が議論される。よっ
て新制度派経済学によれば，不条理を回避するためには，取引コストを節約するための制度を形
成すれば良いことになる。
また菊澤は，近年隆盛している行動経済学や「法と経済学」の観点から，日本軍における命令
違反の事象を分析している（菊澤 2022a）。行動経済学的な分析では，限定合理的な人間が心理的
バイアスにより，マイナスへの感情あるいはプラスの感情という点で，客観的に見れば非合理的
な行動を取ってしまうことが明らかにされている。「法と経済学」の分析では，契約をめぐる個
人の合理性と社会全体の合理性がどのようにリンクするのかが検討される

3）
。行動経済学や「法と

経済学」も，新制度派経済学と同様，新古典派経済学の完全合理的な世界観を否定し，より現実
に近い経済行動や法制度の分析を行う学問である。この意味で，行動経済学や「法と経済学」に
よる「不条理」の分析もまた，新制度派経済学による分析と同様の方向性にあると考えられる。
さらに菊澤の近著（2022c）では，ダイナミック・ケイパビリティ論の観点から不条理の解決

が模索される。ダイナミック・ケイパビリティ論はティース（D. Teece）によって提唱された戦
略論の概念であり，「環境の変化を感知し，そこに新しい機会を捕捉し，そして自己変容するこ
とで環境に適応する外向きの能力」であり，「変化対応的な自己変容能力」「進化適合力」（120-
121ページ）である。このダイナミック・ケイパビリティを持つ企業は，環境の変化に合わせて
企業が変化すべきときに変化できないという不条理を回避できる。
ティースによれば，ダイナミック・ケイパビリティによって企業内外の特殊な資産・技術を再
構築・再配置・再利用して，「共特化の経済性」を得ることが重要であり，そのためには，資産
と資産との間の補完性を認識し，不足している資産を購入又は構築して，様々な資産を 1つの方
向性に整えるという「オーケストレーション

4）
」が必要である（136-137ページ）。

3）「法と経済学」においては，限定合理的な人間が，契約を履行する際の自身の利得を考えたときに，契約
は必ずしも100％守られるわけではなく，むしろ，例えば損害賠償金を支払うなど，ルールの範囲内で契約
が守られないケースもありうる。しかし，限定合理的な世界では，契約破棄が社会全体から見て非効率的な
場合もありうる。このような私的個別性と社会的全体性の不一致は，例えば契約を破棄する際に，予見可能
な未来の損害も含めて賠償責任を問う賠償責任制度である「期待賠償責任制度」に従うのか，過去の確定し
た損失だけを賠償する賠償責任制度である「原状回復賠償責任制度」に従うのかによって変わってくる（菊
澤 2022a, 156ページ以下）。
4）この「オーケストレーション」という概念はドラッカー（P. F. Drucker）の主張と近いという（菊澤  
2022c, 137ページ）。ドラッカーの議論を踏まえると，このオーケストレーションの議論は，ゲシュタルト
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しかし菊澤によれば，新制度派経済学や行動経済学，ダイナミック・ケイパビリティ論などの
経験科学的なアプローチのみでは，不条理の解決には限界があるという。例えば新制度派経済学
の分析から制度形成により解決を試みるとしても，制度形成にも当然コストがかかることになる。
制度構築コストがあまりにも高い場合には，合理的な観点から制度を構築しないことが選択され，
よって不条理は回避できないことになる。よって，経験科学的な分析では解決に限界があり，別
の次元での考察が必要となる。
これについて，例えば菊澤（2017）においては，批判的合理主義の考え方に基づき，「批判的

合理的構造」を組織が具備していることが重要だとされている（274ページ以下）。ポパーの議論
は本来科学方法論に関する議論だが，演繹的仮説を批判的に検証することで理論を進歩させると
いう発想は，「誤りから学ぶ」という社会哲学として展開可能である。つまり，組織の中で積極
的に批判的議論を展開し，限定合理的な人間が起こす誤りや間違いを是正し，組織として進化し
ていくということである。そのような組織は「開かれた組織」であると言える

5）
。

また菊澤（2022a）では，「命令違反」が不条理を解決するとされている。不条理を打破するた
めには，組織の論理から見れば否定的にとらえられる「命令違反」は，むしろ不条理を解決する
ものであり，「倫理的」とさえ言えるものである。菊澤（2022a）によれば，命令違反には「良い
命令違反」と「悪い命令違反」がある。「良い命令違反」は，正当性と効率性，あるいは私的個
別性と社会的全体性とを一致させるような命令違反であり，「悪い命令違反」は，正当性のみ，
もしくは効率性のみ，あるいは私的個別性のみを追求するような命令違反である。
さらに菊澤は，形而上学的な分析としてカント哲学を参照する（菊澤 2017, 374ページ以下；菊

澤 2022a, 258ページ以下，菊澤 2022c, 第 3 章）。特に彼はカントの「実践理性」に着目し，「実践
理性」を持つ人間は，「理論理性」に基づいた，制度論的な解決による他律的で経済合理的な行
動がもたらす問題を解消できると言う。というのも，理論理性に従う行動は他律的で損得計算に
基づくものであるのに対し，実践理性に従う行動は自律的で価値判断を伴うものであり，損得抜
きにして「正しい」行動をすることができるからである。このようなカント哲学に基づく分析は，
新制度派経済学のような科学的な分析ではなく，主観的で価値判断に立ち入るものとなる。しか

心理学のような「全体性」の議論と関連を持つ。個々の資産はそれぞれ別個にとらえるべきではなく，「「ゲ
シュタルト」（全体性）としての特殊なヴィジョン，理念，戦略，パーパスなどを提示し，その中に部分を
位置づけて，より大きな価値を引き出すこと」（141ページ）が重要である。
5）逆にこのような批判的合理的構造を持たない「閉じた組織」は，非効率や不正が蓄積し，変革が不可能に
なり，結果淘汰されてしまうという。例えば勝つことこそすべてとし，至上命題としてしまう「勝利主義」，
経営者に権力を集中させることで組織の成功を実現させようとする「集権主義」，「全体」に重きを置き，個
人は全体のために犠牲になるべきだとする「全体主義」は，結局完全合理的な世界に支配された間違った考
え方であり，必然的に失敗に導く（菊澤 2017, 279ページ以下）。そのような不条理を回避するためには，
人間が完全合理的な存在ではなく，限定合理的な存在であり，つねに人間が誤りうる存在であることを自覚
して，その下に，組織は批判的討論を可能にする開かれた組織でなければならない。このような開かれた組
織は，ポパーの「漸次的社会工学」を実践する組織である（菊澤 2017, 312-313ページ；cf. Popper 1957）。
漸次的社会工学とは，社会変革を目指す際に，社会全体を一挙に改革しようとするユートピア的な方法では
なく，試行錯誤しながら，問題点を少しずつ変革していこうという発想であり，「誤りから学ぶ」という批
判的合理主義の発想と強く結びついているものである。
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し，科学的な分析による限界を超えるためには，超越したレベルの分析が必要となるのである
6）
。

ここでは，新制度派経済学などによる科学的な分析が否定されるわけではなく，その限界を人
間主義的なアプローチで補完するということが意図されている。このことを彼は「重層的マネジ
メント」と称する（菊澤 2022c, 結章）。それは，理論理性的で経済合理的なマネジメントを，高
次の実践理性的な人間主義的マネジメントによってコントロールするマネジメント手法である。
それは，「状況を徹底的に分析し，この状況で行動することがプラスかマイナスかを認識する。
そして，もし行動することがプラスだという結論に至るならば，さらにそのように行動すること
が道徳的にも正しいのかどうかを重層的に価値判断する」（215ページ）ことである。このような
重層的マネジメントを実践するリーダーは，たとえ儲かるとしても不正なビジネスは行わないし，
「真摯さ」「気品」「魅力」が生まれ，それが権威の源泉になるという（同上

7）
）。

3 ．オルドヌンク倫理学の「ジレンマ構造」による企業倫理の主張

「オルドヌンク倫理学」は，ドイツの「経済と企業の倫理学」における代表的な学説であり，
ホーマンとその弟子によって強力に展開されているものである

8）
。

ホーマンは，経済や企業の倫理を考える上で，企業経営者や従業員といった個々の経済主体に
倫理や規範を求めることは真の問題解決とはならないと考え，制度やルール，あるいは文化や意
味などの，広い意味での「秩序（Ordnung）」のレベルで倫理を実現すべきと考える。ホーマン
はこのことを，ゲーム理論における「囚人のジレンマ」モデルに端を発する「ジレンマ構造」か
ら説明しようとする（Vgl. Homann / Blome-Drees 1992

9）
）。

ゲーム理論における囚人のジレンマに関して詳細な説明は省略するが，簡単に記せば，経済主
体が他者と協働する中で，本来であれば他者と協調して行動する方が全体にとって利益が得られ
るにもかかわらず，他の経済主体の意図や行動が読めないために，各自がいくら協調的な思考を
持っていたとしても，相手から搾取されることを防ぎ，自らの利益を追求する結果，利己的な行
動を取ってしまい，結果として全体的に非合理的な結果が実現されてしまう，ということである。
ここでのポイントは，各自がどのような意図や規範を持っているかとは無関係に，全体として
非合理的な結果になってしまうことであるが，ホーマンはこれを倫理学の文脈に適用し，個々人
がいかに崇高な倫理規範を持っていたとしても，他者の出方に関する疑心暗鬼から，結果として
経済主体は，たとえそれが非倫理的とわかっていたとしても，非倫理的な行動を取ってしまう，

6）菊澤によれば，ドラッカーの経営学，そして小林秀雄の「大和心」もまた，カントの人間主義的哲学に
沿ったものだという（菊澤 2017, 379ページ以下）。
7）またこの重層的マネジメントは，イノベーションにも関わるという（菊澤 2022c, 225ページ以下）。新し
いビジネスを展開し，「新結合」を実行するためには，理論理性のみでなく，リーダーの価値判断という実
践理性も必要となる。新しいビジネスは，経済的に利益を生み出すとともに，倫理的に正しいものである必
要があるからである。
8）オルドヌンク倫理学について全体像をまとめたものとして例えば柴田（2023）を参照。
9）以下の文章はこの文献を参照したものであるが，詳細な引用注は省略する。
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と考える。これをホーマンは「ジレンマ構造」と呼び，オルドヌンク倫理学の根本的発想とする。
この「ジレンマ構造」を前提とすると，企業倫理においてもしばしば議論される，いわゆる

「個人倫理」のアプローチは否定されることになる。ホーマンの問題意識は，日々激しい競争下
にある企業をはじめとする経済主体に対し，崇高な倫理規範を設定し，それを実行させようとす
る個人倫理的アプローチは，倫理の根拠づけにおいて成功するとしても，それが実際に遂行され
る保証はない，ということにある。個々人は多かれ少なかれ何が道徳的で何が道徳的でないかを
理解しているし，それがわかっていても反倫理的な行動を取ってしまうのである。このような状
況において，いくら個人に対し倫理を実践するよう提言したとしてもほとんど意味はないのであ
る。
このことからホーマンは，個人倫理ではなく，倫理を実現させる「秩序」のレベルでの倫理の
実現を目指す。ここで「秩序」の例としては例えば法律や条令などのルールや制度が該当する。
これに関しては，囚人のジレンマモデルにより環境問題を分析する例が有名である。企業や諸個
人などの経済主体は，たとえ環境に優しい行動を取るべきだと考えていたとしても，他者の行動
がわからないために，結局自分の利益を優先して環境に優しくない行動を選択してしまう。ここ
で例えば，環境に優しくない行動を取る経済主体に対して，罰金などの形でサンクションを課す
ルールを制定すると，得られる利得が変化し，環境に優しい行動を取るように誘導される。結果
として，ルールの制定により環境に優しい行動という倫理的状態が実現されるのである。
これはきわめて単純な分析であるが，このようにして倫理的行為を誘導するようなルールや制
度などを課すことで倫理的状態を実現するという主張は，経済主体の利己的な行動を前提としつ
つ，秩序によってそれを倫理的な行動にも変化させるという意味で，個人の利益を犠牲にするこ
とのない，つまり経済主体に倫理的行為をさせるようなインセンティブを与えるという，倫理の
「実行」に重点を置いた議論であると言える。ホーマンによれば，従来の個人倫理に重点を置く
アプローチは，倫理の根拠づけには成功していても，倫理の実行という点では不十分だったので
あり，彼らの「秩序」への方向づけにより，倫理的行為への経済主体のインセンティブが倫理的
状態と合致するのである。
ホーマンの議論は，まずは「経済倫理（Wirtschaftsethik）」を中心に展開されている。経済倫
理において重要なのが市場と倫理の関係である。一般に，倫理の文脈では市場競争の負の側面が
強調され，倫理学によってそれを是正するという考え方が存在する。つまり，市場経済と倫理は
対立するという考え方である。
しかしながら，当然市場は全面的に反倫理的な存在ではない。市場はわれわれの生活を豊かに
してくれるものでもある。市場があることで，様々な財やサービスがやり取りされ，また市場で
の競争によってそれらの質がわれわれの要望を満たす形に高められるし，価格もわれわれの要求
に沿う形に決まってくるのである。
よって経済倫理の課題は，市場が機能するような「秩序」，そして市場の逆機能を可能な限り
是正するような「秩序」の設定にある。
そのために，政府などの立法機関は，市場が機能するようなルールの制定という形で「秩序」
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を構築しようとする。しかし，ルールや制度は完全ではない。当然ながらそこからこぼれ落ちて
しまう問題もある。また，ルールや制度の構築には時間がかかるし，一度制定されたとしても，
時間経過とともに問題が変化し，それらがすぐに対応できなくなるという問題もある。
ホーマンはここに企業倫理の可能性を見出す。彼によれば，企業がこのような「秩序」の不備
を埋め合わせるべく，企業倫理を実行し，市場を機能させる，あるいはより良い社会を実現させ
ることに貢献するのである。例えば企業が「セルフ・コミットメント」としてあえて倫理的な行
動を実施し，短期的な費用を甘受しながら長期的な利益を得ようとすることや，あるいは企業が
より良い制度やルールなどの「秩序」の形成に貢献することで間接的に市場を機能させるという
形で企業倫理を実現できるとしている。
さて，このようなホーマンの発想において「秩序」とは，まずはフォーマルなルールがイメー
ジされている。上述の環境問題に対するサンクションの例は典型的なフォーマル・ルールである
が，しかしフォーマルなルールを設定すれば必ず問題が解決するわけではないだろう。ホーマン
のロジックでは，それを補完する意味で企業倫理が求められるのだが，しかしながら，「秩序」
はあらゆる場面でまったく同じように機能するわけではないだろう。例えば日本とアメリカでは，
同じルールや制度が制定されても，それがまったく同じように機能するわけではない。それには
当然様々な要因が関係するが，重要なのは，そのようなルールや制度にどのような「意味」があ
るのか，行為者がどのような意味づけをしているのかという点であり，それは「秩序」が機能す
るか否かに影響を及ぼすはずである。
これらの点について，ホーマン以降の近年のオルドヌンク倫理学の議論において，行為とルー
ルの二元論から，行為とルール，そしてそれをさらに規定するメタレベルを想定している。例え
ばズーハネク（A. Suchanek）は，行為のレベルである「ゲームの進行」，ルールのレベルである
「ゲームのルール」に加え，それらをメタレベルから規定する，意味や文脈，文化や規範などの
レベルである「ゲームの理解」を想定し，ルールが意味や文脈などによって規定されるとしてい
る（Vgl. Suchanek 2015）。またピーズ（I. Pies）は，彼の主張する「オルドノミクス（Ordonomik）」
において，やはり行為のレベルを表す「基本ゲーム」，ルールを設定するプロセスである「メタ
ゲーム」，そしてルールを発見するディスコースのレベルである「メタ・メタゲーム」のレベル
を区別し，ルールは「メタ・メタゲーム」における「ディスコース」によって「発見」されると
している（cf. Pies 2013）。
ピーズは，これらの議論をホーマンの「ジレンマ構造」の議論と結びつける。基本ゲームでの

ジレンマ構造がゲームのルールでの解決を求め，メタゲームのレベルでのルールがジレンマをも
たらす場合に，ディスコースのレベルでジレンマを解決するのである。ピーズは，基本ゲームの
行為レベルでの責任を「行為責任」，メタゲームのレベルでのルールの責任を「ガバナンス責任」，
そしてメタ・メタゲームのレベルでの責任を「ディスコース責任」として，責任のあり方を区別
している。ジレンマ構造の種類に応じて，責任の取り方も変わってくる，ということである（cf. 

Pies 2013）。
ズーハネクとピーズの 2つの議論は独立したものだが，内容としてはきわめて類似している。
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ここで重要なことは，公式的なルールや制度は完全に普遍的・客観的に妥当するわけではなく，
われわれの「ゲームの理解」あるいは「メタ・メタゲーム」によって規定されており，ピーズら
の議論によれば，それらはわれわれの「ディスコース」によって方向づけられるため，ルールや
制度が機能するかどうかは，われわれの意味づけ，あるいはわれわれの間でなされるディスコー
ス次第で変わるのである。
このような議論に基づき，例えばズーハネクは，企業倫理の課題を「信頼への投資」

（Suchanek 2015）としている。ここで信頼は，企業と企業以外の様々なステイクホルダーとの間
に成立するものであるが，「信頼に投資する」というのは，たとえ一時的に費用がかかるとして
も，後でそれが企業の利益になるがゆえに，ステイクホルダーに信頼されるような措置に企業は
「投資」する必要があるということである。この「信頼への投資」には，制度のみでなく，企業
の「徳」など，「ゲームの理解」に資するような側面への投資も含む。ズーハネクは，「信頼」を
議論するにあたり，ホーマンにおいて議論されていたフォーマルな「秩序」のみでなく，人間の
心理的な側面にもフォーカスしようとしている点で，ホーマンの議論を超えるものであると言え
る。
またピーズは，上述の「ガバナンス責任」と「ディスコース責任」を合わせて「オルド責任

（ordo-responsibility）」と呼び，経営者が果たすべき重要な責任であるとしている（cf. Pies et al. 

2010; Pies / Beckmann / Hielscher 2011）。企業の経営者が「オルド責任」を果たすためには，ルー
ルの設定にまつわる最適化やガバナンス，方向づけの能力，すなわち「社会構造的コンピテン
ス」のみでなく，感受能力やコミュニケーション能力といった「意味論的コンピテンス」を持つ
べきであるとされている。後者の能力は，ステイクホルダーを理解する，あるいはステイクホル
ダーに理解されることを可能にするものであり，「メタゲーム」におけるフォーマルなルールに
関する能力のみでなく，「メタ・メタゲーム」のレベルの意味や文脈を理解することもまた，経
営者の責任となりうるのである。
このように見れば，オルドヌンク倫理学に基づく企業倫理とは，経営者が単に企業内でジレン
マ構造を解決するルールを設定するのみではなく，むしろそれらルールを機能させるために，
ルールに意味づけを行うような「ディスコース」を動かすことも，企業倫理の役割となりうるの
である。具体的には，例えば経営者が，社会的にも企業にも利益をもたらすようなルールの設定
に関わるよう，ロビイングやルールメイキング活動を行い，社会の「ディスコース」に関わるこ
とが挙げられる（柴田 2023）。

4 ．両学説の比較と検討

4. 1　両学説の企業倫理的特質
以上，企業倫理をめぐる 2つの学説の主張を明らかにした。両学説の出発点，すなわち菊澤に
よる「不条理」と，オルドヌンク倫理学による「ジレンマ構造」は，類似した構造を持っている
と言える。もっとも重要なのは，両学説とも，倫理問題を経済主体の非倫理性に求めない，とい
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う点である。両学説とも，経済主体の合理性を前提とする。経済主体は自身にとって理になかっ
た行動を取ると想定されるため，たとえ他者から反倫理的と見なされようとも，自身の利益にな
らないような行動は取らないのである。そこに，反倫理的行為の根源があると見ている点で，両
学説は同じ出発点に立っている。
上述のとおり，菊澤においては経済主体の「限定合理性」が前提とされている。それに対して
オルドヌンク倫理学の場合，主体の合理性が前提とされているものの，明確な想定はない。ホー
マンによる初期学説においては「ホモ・エコノミクス（経済人仮説）」が想定されていたが，ホー
マン以降の展開においては，明確な人間像は想定されず，単に主体の合理性が前提とされている。
ただし，経済主体の合理性については，両学説の質的な相違はそれほどないと考える。たしか
に菊澤の場合，経済主体の合理性が限定的であるからこそ，その不備を補うための制度などの構
築が求められる，というロジックとなる。それに対してオルドヌンク倫理学では，囚人のジレン
マのようなジレンマ構造においては，各人が合理的であるがゆえに自らの利益になるような選択
をする結果，ジレンマが生じるため，制度などの「秩序」の構築が求められるとしている。
前者においても限定的であるとはいえ合理的に振る舞うのであり，後者においても合理的に振
る舞うがゆえに限界が生じるのである。両者においてはいわば力点の違いが出ているにすぎず，
本質的には同じ構造を持っていると言える。
しかし，両学説は類似の問題を出発点としながら，その解決は対照的であるように見える。

「不条理」においては，最終的にはカント哲学に基づく人間主義的マネジメントが提唱されてい
た。カント哲学は周知の通り，「定言命法」に基づいて，「仮言命法」のような条件に依存しない，
絶対的に正しい要求を行うものであり，それは例えば「噓をついてはならない」といった形で，
個々人に対して倫理規範として提示されるものである。これは，典型的な個人倫理アプローチで
あると言える。確かに不条理学説は，新制度派経済学のような経験科学的アプローチを踏まえた
上で，カントの実践理性に基づく人間主義的アプローチを取るという二層構造となっており

10）
，そ

の意味で純粋な個人倫理ではない。しかし，制度論的な解決の限界は，最終的には個人倫理のレ
ベルでしか解決できないと想定するものであり，究極的には個人倫理を重視していると言えるだ
ろう。
他方，オルドヌンク倫理学は，上述のとおり明確に個人倫理を否定する。行為レベルでのジレ
ンマ構造を出発点として，その解決については，ルールのレベル，さらにそれをメタレベルから
規定する意味や理解のレベルに議論を拡張している。つまり，個人を取り巻く「秩序」は，

10）このような二層構造は，功利主義における「規則功利主義」と「行為功利主義」の区別に類似している。
例えばヘア（H. M. Hare）は，「選好功利主義」の立場から「二層理論」を提示している（cf. Hare 1981）。
ヘアによれば，われわれは日常的につねに行為の倫理性を逐一問うているわけではない。普段は通常社会に
おいて成立している道徳に従っていれば，社会生活において不都合は生じない。しかし，それが通用しない
事態が発生したとき，道徳に沿った行為がどのような事態をもたらすか，じっくり考えなければならない。
ヘアは，前者を規則功利主義，後者を行為功利主義と区別して，通常の道徳規則で問題が生じない限りでは
規則の遵守を倫理的課題とするが，それが問題をもたらしたとき，行為の倫理性を考えるのである。ヘアの
二層理論を企業倫理において考察した論考として，例えば脇（2021）を参照。
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フォーマルなルールのみでなく，インフォーマルなルールや，価値や文脈のようなものも含む広
い概念としてとらえ直され，その点にこそ倫理の源泉があると見ているということである。その
点で，菊澤による個人倫理レベルでの解決とは対照的に，「秩序」のさらに上位のレベルでの解
決を求めようとしている。
両学説の展開を見れば，制度的なレベルでの解決が難しい場合に，個人倫理に解決を求めるの
か，あるいは制度より上位のレベルでの解決を求めるのか，という点で対照的であると言える。
これらの点について，次項では企業倫理という観点から，両学説の優位性と限界を検討しよう。

4. 2　両学説の企業倫理としての優位性と限界
菊澤のカント的な主張は，企業倫理として見た場合，企業における倫理的意思決定に絶対的な
道徳性を求める点に特質がある。企業における意思決定において，やはり経営者の意思決定が重
要になると思われる。企業においては，多くの意思決定は定型的意思決定として（cf. Simon 

1977），あるいはルーティンとして（cf. Nelson / Winter 1982），根本的な熟慮をなすことなくなさ
れている。それは企業内でルールという形で定型化されており，ルール設定の段階で原理的には
倫理性が包含されていることになる。しかしながら，そのようなルールが機能しない場合，経営
者がカント的観点から絶対的な倫理性をもって道徳的な判断を下すということになる。
企業の不正を考えるとき，組織メンバーの悪意ある不正という事例もあるが，他方で個々人に
悪意はなくとも，様々なしがらみなどを考慮してやむなく不正を犯す，あるいは他のメンバーと
の関係を考える，さらには自社のためとして自己犠牲的な不正を犯すといった事例もありうる。
組織内においていくら倫理綱領や内部告発制度，その他のルール，制度によって不正の防止をは
かったとしても，組織メンバーがあらゆる状況から逃れられない以上，不正を抑制することがで
きない場合もあるだろう。その際に，カントの実践理性に基づく人間主義的マネジメントは，あ
たかもロールズ（J. Rawls）の「無知のヴェール」のように，いわば組織のしがらみから離れたと
ころから経営者があえて絶対的な価値を表明するという形で，企業という組織における独自の状
況を打ち崩す可能性はあるだろう。
他方で，菊澤の主張には，カント的な絶対的倫理を主張することの実践可能性の問題や，制度
主義的マネジメントから人間主義的マネジメントへの切り替えがスムーズに実行されるのかとい
う問題があるだろう。とりわけ前者については，経営者の絶対的な倫理観は，例えば創業経営者
のような権力やリーダーシップなど，他の制度的状況と相互補完的に語る必要があるだろう。ま
た後者は，制度主義的マネジメントにおいては「限定合理性」という人間観，人間主義的マネジ
メントにおいてはカント的な絶対的世界観であり，前提が異なる世界観がどのように処理される
のかという問題もある。
これに関連して，近年菊澤の議論にも若干の変化が見られる。菊澤の近著（2022c）において
は，カントの実践理性にも限界があるとし，慶應義塾の創立者福澤諭吉やフランクフルト学派の
議論が引用されている。福澤諭吉によれば，絶対的な価値判断は存在せず，その時々の状況や立
場に基づいて良いか悪いかを価値判断すべきであり，それは「条件付き善（conditional goods）」
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だという。「価値を絶対化し，ルール化することは危険」であり，「そのときどきに論理整合的に
なるように真剣に熟慮して道徳的に価値判断することが重要」（菊澤 2022c, 205ページ）なのであ
る。またこのような考えは，フランクフルト学派のアドルノ（T. W. Adorno）の主張にも見られ
るという。アドルノはナチスによる一連の政策は価値の絶対視から来るものであるとして厳しく
批判したのであり，同じ文脈で議論できるものである。
このような議論の変化は，カント哲学の絶対的な倫理性の限界を示したものとしても解釈でき
る。価値もまた状況に応じて変化するのであり，それに合わせて倫理的な状態も変化しうる。企
業倫理においてもそのような「状況」を考慮しなければならないとすれば，菊澤の議論もオルド
ヌンク倫理学の主張に接近する余地があると言える。「状況」には，オルドヌンク倫理学のいう
ような意味や文脈のレベルも含まれると思われるからである。
一方，オルドヌンク倫理学の主張は，企業倫理として見た場合，フォーマルなルールだけでは
なく，それを上位から規定する意味や文脈のレベルにまで考察を広げることで，ルールの遂行を
より強固なものにできる可能性がある。例えば企業の不正を暴き出すための内部通報制度

11）
につい

て見ても，日本において利用が低調であると言わざるを得ないが，その理由の一つに日本的な
「出る杭は打たれる」という「文脈」があるだろう。このような意識レベルの変化が見られなけ
れば，いくら制度を導入してもその実行可能性は低いものとなってしまう。
この点について，オルドヌンク倫理学は，そもそも企業倫理を「行為倫理」としてとらえ，そ
のような意味や文脈のレベルに規定された行為やルールの反倫理性を問題にしつつ，企業がそれ
をポジティブな方向に変える役割を担うことができると主張する（Vgl. Homann / Blome-Dress 

1992）。その意味で，オルドヌンク倫理学の主張は経営者の倫理性が問題となり，菊澤の主張と
重なり合う。その上で，オルドヌンク倫理学の利点は，経営者が組織内の意味や文脈のレベルに
まで介入し，制度がよりスムーズに実行されるよう方向づけるという主張にあると言えるだろう。
しかしながら，オルドヌンク倫理学はアクターの同意に根源を置く契約論的アプローチであり

（Lütge 2012; Luetge 2016），意味や文脈のレベルが「契約」の根幹であるとするならば，まさにそ
の時に全体として合意が取られている考え方が「倫理的である」ということになる。この考え方
の問題点は，長期的にはある政策の導入が全体の利益となり，したがってそれに賛同することが
倫理的であるにもかかわらず，現時点では人々がその政策の導入を承認せず，したがってそれを
実現できないという，民主主義の弱点とも関わるものである。現時点で全員が賛成していても，
場合によってはそれが時間経過とともに反倫理的にもなりうるのである。この時間経過という観
点は非常に重要である。オルドヌンク倫理学は，例えばズーハネクの言う「信頼への投資」のよ
うに，現在費用をかけても将来の利益を得られるような措置に「投資」することを倫理的課題と
している。この時，現在は利益にならないが，将来必ず利益になるという見通しや確信がなけれ

11）日本では2004年に公益通報者保護法が制定され，また各企業内でも不正を明らかにするための内部通報を
奨励する制度もあるものの，活用されないケースが跡を絶たない。その理由について，井上（2023）は，
「……社員が内部通報窓口の存在を知らないか，内部通報窓口が信用されていないかのいずれかである」
（205ページ）としている。
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ばならないし，それを説得できなければ，結局は実行可能性に疑問符がつくことになるだろう。
この問題について，カントの実践理性の観点から絶対的な倫理を主張する菊澤の議論は，長期的
に見て利益になるという「直観」を与えるものとなる可能性があるという点で，このような民主
主義的な問題を解決できる可能性を持っているとも言える

12）
。

以上の点から見れば，菊澤の主張とオルドヌンク倫理学の主張は，一見対立するようで，実は
重なり合う可能性を持っており，また相補的な学説としてとらえることも可能である。つまり，
企業倫理においては，個人倫理においても状況に関する視点は必要であり，また制度倫理におい
ても個人倫理の視点は必要である

13）
。特に企業倫理の実践を考える場合には，経営者の意思決定行

為が重要であり，どのような論拠で意思決定を下すのかが問題となる。意思決定には，個々人に
おける態度と，それをとりまく様々な状況が関係してくるだろう。結局は，企業倫理には力点の
違いがあろうとも，両方の観点がいずれにしても重要となる，ということを示唆しているのかも
しれない。
最後に，両学説が共通して持つ人間の合理性に関する想定について，近年の議論を踏まえて検
討したい。近年企業倫理においても強い合理性の想定を疑問視するアプローチが登場している。
例えば行動倫理学がその代表的なアプローチであるが（cf. Bazerman / Tenbrunsel 2011），オルド
ヌンク倫理学のように，人間の合理性を前提として，サンクションによって倫理を実現しようと
する考え方は，様々な実験によって否定されており，むしろそのようなサンクションがむしろ反
倫理的行為を誘発するケースがありうると指摘されている

14）
。これは，サンクションを受けること

がむしろ反倫理的行為へのいわば「免疫」のようなものとなり，違反をためらわせなくなったと
想定されるものである。
このケースが示唆するのは，例えば「経済人仮説」のような，主に金銭的な利得のみを「合理
性」の源泉に置く考え方は，倫理的な行動を説明するには限界がある，ということである。もち
ろん，それが機能するケースはあるが，しかし機能しないケースもある。そこには，「規範性」
あるいは「社会的選好」が関わる場合もある。例えばヒース（J. Heath）によれば，ルールに従
うという「規範」が合理性の根源にあるという（cf. Heath 2008）。歴史的に蓄積された互恵性や
同調性などの規範に従うことは，単純な金銭的メリットという点ではなく，それに従うこと自体
に合理性を見出しているということである。
菊澤の主張においては，制度主義的マネジメントにおいて行動経済学に依拠した議論が展開さ
れ，一定の理論的摂取が見られるが，それが人間主義的マネジメントにおいてどのようにとらえ

12）オルドヌンク倫理学の意味志向は，個人の合理的選択を出発点とするとはいえ，意味や文脈のレベルを倫
理的判断の根源とすれば，必然的に組織における文化や価値観を是とするという全体主義的な主張となりう
るだろう。この点，個人主義的アプローチと全体性をどのようにとらえるのかという問題があると言える。

13）ピーズは，自身の提唱する「オルドノミクス」の枠組みにおいて，個人倫理と秩序倫理との関係を状況ご
とに分けて議論している。Pies（2013）, p.12を参照。
14）例えば託児所に子供を預けている親が，子供を迎えに来る時間に遅れた場合に罰金を科すというケースで
は，罰金によって遅刻が減ると想定されるのに，実際には遅刻数は 2倍になったという（Bowles 2016, 
pp.4-5，邦訳 3 - 4 ページ）。また，企業内で懲罰が不正を必ずしも抑制するわけではないこともたびたび指
摘されている（例えば Syed 2015，邦訳251ページ以下）。
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られるのかについて議論となりうるだろう。一方，オルドヌンク倫理学においては，「理解」や
「ディスコース」への理論的拡張が見られたのであり，これは上記のような「規範性」あるいは
「社会的選好」などの位置づけを考えると，理論的発展として必然であるとも言える。ただしそ
の場合，彼らの議論の前提である「個人の合理性」と「規範性」の関係を考慮する必要があるだ
ろう。オルドヌンク倫理学においては「合理的選択」が前提となっており，規範性は個人の合理
的な選択の結果という解釈になるだろう。オルドヌンク倫理学のいう「合理性」が，先の事例の
ような規範性に基づく行動という意味での合理性なのかどうかという点で，理論的検討が必要に
なるだろう。

5．おわりに

「はじめに」で述べたとおり，企業倫理研究はこれまで，倫理学側からは倫理の基礎づけなど
の理論的研究が中心であり，経営学側からは企業倫理の実態に関する研究が中心であった。その
ような中，倫理的な方向づけとともに企業の経済的側面を考慮した企業倫理学説として，オルド
ヌンク倫理学を含めたドイツの「経済と企業の倫理学」のアプローチは注目に値するものの，日
本においてはほとんど考察がなされていない。われわれはこれまでオルドヌンク倫理学の主張を
中心的に検討し，企業倫理学説として一定の評価を下してきた。しかし，本稿で検討した菊澤の
不条理に関する議論は，企業の経済性と倫理性の関係を論じた学説であり，オルドヌンク倫理学
と同様，企業倫理の理論的主張としても注目に値し，また参照すべきものであると思われる。
近年，他の社会科学同様，企業倫理分野でも実証的な研究が増えており，企業の倫理的行動が
いかに業績に結びつくのかという視点からの考察が強まっているように思われる。しかしながら，
価値判断に関わる「倫理」を対象とする企業倫理において，何が倫理的で何が倫理的でないのか，
企業がどのように振る舞うべきかを議論でき，また経営者の意思決定の助けとなるような企業倫
理に関する理論を展開することも非常に重要であると思われる。その意味で，企業倫理において，
両学説について今後も検討を続ける必要があるだろう。

参　考　文　献

Bazerman, M. H. / Tenbrunsel, A. E. （2011）, Blind Spots, Why We Fail to Do What’s Right and What to Do about It, 
Princeton University Press.（池村千秋訳『倫理の死角─なぜ人と企業は判断を誤るのか』NTT出版，2013
年。）

Bowles, S. （2016）, The Moral Economy: Why Good Incentives Are No Substitute for Good Citizens, Yale University 
Press. （植村博恭／磯谷明徳／遠山弘徳訳『モラル・エコノミー─インセンティブか善き市民か』NTT出版，
2017年。）

Friedman M.  （1970）, The Social Responsibility of Business is to Increase its Profits, in: New York Times Magazine, 
13. September 1970, pp.32-33, 122-126. （トム・L.・ビーチャム／ノーマン・E.・ボウイ編著，加藤尚武監訳
『企業倫理学 1』晃洋書房，2005年，83-91ページ。）

Hare, H. M. （1981）, Moral Thinking: Its Levels, Methods and Point, Oxford University Press. （内井惣七／山内友三郎
監訳『道徳的に考えること』勁草書房，1994年。）

093-108_三田商学_66-5_柴田明.indd   107093-108_三田商学_66-5_柴田明.indd   107 2024/03/06   19:042024/03/06   19:04



三 田 商 学 研 究108

Heath, J. （2008）, Following the Rules. Practical Reasoning and Deontic Constraint, Oxford University Press. （瀧澤弘
和訳『ルールに従う─社会科学の規範理論序説』NTT出版2013年。）

Homann, K. / Blome-Drees, F. （1992）, Wirtschafts- und Unternehmensethik, Göttingen.
Luetge, C. （2016）, Contractarian Foundations of Order Ethics, in: Luetge, C. / Mukerji, N. （Eds.）, Order Ethics: An 

Ethical Framework for the Social Market Economy, Spiringer International Publishing Switzerland, pp.3-17.
Lütge, C. （2012）, Wirtschaftsethik ohne Illusionen. Ordnungstheoretische Reflexionen, Mohr Siebeck, Tübingen.
Nelson, R. / Winter, S. （1982）, An Evolutionary Theory of Economic Change, Belknap, Cambridge MA.（後藤晃／角
南篤／田中辰雄訳『経済変動の進化理論』慶應義塾大学出版会，2007年。）

Pies, I. （2013）. The Ordonomic Approach to Order Ethics, in: Diskussionspapier Nr. 2013-20 des Lehrstuhls für 
Wirtschaftsethik an der Martin-Luther-Universität Halle-Wittenberg, hrsg. von Ingo Pies, Halle.

Pies, I. / Beckmann, M. / Hielscher, S. （2010）, Value Creation, Management Competencies, and Global Corporate 
Citizenship: An Ordonomic Approach to Business Ethics in the Age of Globalization, in: Journal of Business 
Ethics, vol. 94, pp.265-278.

Pies, I. / Beckmann, M. / Hielscher, S. （2011）, Was müssen Führungskräfte können? Zur ordonomischen 
Vermittlung strategischer Kompetenzen für Manager, in: ZfB, Special Issue 81, S.15-38.

Popper, K. R. （1957）, The Poverty of Historicism, London. （久野収／市井三郎訳『歴史主義の貧困─社会科学の方
法と実践』中央公論新社，1961年。）

Simon, H. A. （1977）, The New Science of Management Decision. （稲葉元吉／倉井武夫訳『意思決定の科学』産業能
率大学出版部，1987年。）

Suchanek, A. （2015）, Unternehmensethik. In Vertrauen investieren, Tübingen. （柴田明ほか訳『企業倫理─信頼に
投資する』同文舘出版，2017年。）

Syed, M. （2015）, Black Box Thinking. The Surprising Truth About Success, Hodder & Stoughton, London. （有枝春訳
『失敗の科学─失敗から学習する組織，学習できない組織』ディスカヴァー・トゥエンティワン，2016
年。）

井上泉（2023）, 「コンプライアンス体制の構築と運用」日本経営倫理学会編『経営倫理入門─サステナビリ
ティ経営をめざして』文眞堂，197-208ページ。

菊澤研宗（1992）, 『市場と財務の相互作用論─一般均衡理論とドイツ経営経済学』千倉書房。
菊澤研宗（1998）, 『日米独組織の経済分析─新制度派比較制度論』文眞堂。
菊澤研宗（2004）, 『比較コーポレート・ガバナンス論─組織の経済学アプローチ』有斐閣。
菊澤研宗（2016）, 『組織の経済学入門─新制度派経済学アプローチ（改訂版）』有斐閣。
菊澤研宗（2017）, 『組織の不条理─日本軍の失敗に学ぶ』中公文庫。
菊澤研宗（2019）, 『成功する日本企業には「共通の本質」がある─ダイナミック・ケイパビリティの経営学』
朝日新聞出版。

菊澤研宗（2022a）, 『命令の不条理─逆らう部下が組織を伸ばす』中公文庫。
菊澤研宗（2022b）, 『戦略の不条理─変化の時代を生き抜くために』中公文庫。
菊澤研宗（2022c）, 『指導者の不条理─組織に潜む「黒い空気」の正体』PHP新書。
柴田明（2023）, 『秩序と企業倫理─ドイツオルドヌンク倫理学 Ordnungsethikの学説研究』文眞堂。
脇拓也（2021）, 「限定倫理性に基づくビジネス倫理学の展開─ベイザーマンからヘアそしてポパーへ」『日本経
営学会誌』第48号，58-71ページ。

093-108_三田商学_66-5_柴田明.indd   108093-108_三田商学_66-5_柴田明.indd   108 2024/03/06   19:042024/03/06   19:04


	66-5柴田先生koara用PDF
	AN00234698-20231200-0093

